
緒 言

２０１０年４月３０日に厚生労働省医政局長より「医療

スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進につ
いて」１）が発出され，そこには“薬剤師が医師等と協
働して積極的に薬物治療に関わること”と明記され
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がん専門病院における
持参ハイリスク薬の実態と

病棟専任薬剤師による業務の実態調査

２０１２年度の診療報酬改定において「病棟薬剤業務実施加算」が新設され，国立がん研
究センター東病院（当院）では，２０１３年５月より薬剤師６名を全病棟（１０病棟）に専

任で配属し同年９月から診療報酬算定を開始した．本研究は当院における持参ハイリスク薬と病
棟専任薬剤師の実態について調査し，病棟専任薬剤師の有用性の検証を目的とした．調査期間中
の２，７１７件の持参薬確認業務のうち４６％（１，２５４／２，７１７）においてハイリスク薬が確認され，複数
回入院した重複を除いた２，０４４例の入院患者のうち１０％（２１１／２，０４４）の症例が医療用麻薬を持参
していた．従事時間と介入件数の統計学的な相関がみられ（r２＝０．２８，p＜０．００１），専任病棟が共
有病棟に比較して介入件数が統計学的に有意に高頻度であった（p＜０．００１）．病棟薬剤師に実施
された相談は医師において２１１件，計３３２項目あり，治療に関連する事項が多かった（処方提案に
至った内容２３％，疑義照会に至った内容１９％）．また，看護師による１９９件，計２５８項目において
は配合変化／投与方法（４０％）および医薬品情報（３３％）に関する事項が多かった．専任薬剤師
の人数の増加による従事時間増加にともない，介入件数は増加し，従事時間と介入件数に統計学
的な相関がみられた．病棟常駐により薬剤師の業務範囲は拡大し，また，その介入件数は増加し
たことから臨床の現場における薬剤師に対するニーズは存在することが明らかとなった．
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薬剤師数 病棟専任 割合

2012 年度 薬剤師 20 名
レジデント *  18 名

薬剤師 3名 7%

2013 年度 薬剤師 21 名
レジデント *  20 名

薬剤師 6名 14%

＊レジデント：国立がん研究センター東病院は，がんに精通した薬剤師の養
成を目的とした薬剤師レジデント制度を導入している．レジデントは非常
勤薬剤師であり２カ月単位の各部署のローテーションを通じて計３年間の
研修を行っている．

方 法

ている．２０１２年度の診療報酬改定において「病棟薬
剤業務実施加算」２）が新設され，算定要件としては
“薬剤師が病棟において病院勤務医等の負担軽減お
よび薬物治療の有効性，安全性の向上に資する薬剤
関連業務を実施していること”が挙げられ，２０１２年
４月には日本病院薬剤師会より「薬剤師の病棟業務
の進め方について」３）および「ハイリスク薬の薬剤管
理指導に関する業務ガイドライン」４）が出され，２０１３
年にそれらの改訂版５）６）が示されている．
「病棟薬剤業務実施加算」は１病棟に専任の薬剤

師が週２０時間業務を実施することで加算が可能とな
り，病院における薬剤師業務の拡大を底上げする大
きな転機となったが，現時点において病棟常駐薬剤
師の有用性に関する報告は少ない．理由として薬剤
師の業務は患者の理解や処方の適正化などに寄与す
る業務であるために明確なデータ化が困難であるこ
とが挙げられる．そのため，「病棟薬剤業務実施加
算」による薬剤師の効果についての評価は，現時点
ではアンケート調査やインシデント調査により証明
するにとどまり臨床における介入について報告した
ものは少ない．
「薬剤師の病棟業務の進め方について」３）もしくは
「ハイリスク薬の薬剤管理指導に関する業務ガイド
ライン」４）から日本病院薬剤師会は，病棟専任薬剤師
にとくにハイリスク薬への適切な介入を求めている．
ハイリスク薬には抗悪性腫瘍剤，免疫抑制剤，不整
脈用剤，抗てんかん剤，血液凝固阻止剤等が指定さ
れており，薬剤師はそれらの薬剤の適正使用に関与
する必要がある．しかしながら，その実態を明らか
にしたものは少ない．国立がん研究センター東病院
（当院）では，２０１３年５月より薬剤師６名を全病棟
に専任で配属し同年９月から診療報酬算定を開始し
た．本調査では当院における持参ハイリスク薬の実
態を明らかにするとともに病棟専任薬剤師の介入に

ついての実態を明らかとすることを目的とした．

１．用語の定義
①病棟専任薬剤師
調剤，製剤業務ではなく，病棟における治療介入
など臨床業務を日常業務として実施した薬剤師を病
棟専任薬剤師とした．当院薬剤部は，２０１２年５月よ
り試験的に４病棟へ薬剤師３名を病棟専任薬剤師と
して配置し，２０１３年５月からは薬剤師６名を全病棟
に配属することにより，同年９月から診療報酬算定
を開始している．なお，病棟専任薬剤師は常勤薬剤
師が担っている．
②介入件数
病棟専任薬剤師は月ごとに臨床介入した件数を報
告している．介入内容は主に疑義照会もしくはそれ
にともなう処方提案とした．
③専任病棟および共有病棟
当院は計１０病棟（計４２５床），うち，緩和ケア病棟
（２５床），集中治療室を兼ねた手術後のリカバリー
室（８床）を有する．病棟専任薬剤師はすべての病
棟に配属し週２０時間を目標に勤務している．２０１３年
５月より当院薬剤部は全病棟へ６名の薬剤師を配置
したが，１０病棟を対象とすることから，勤務体制を
考慮して１名の薬剤師が主に従事する専属病棟と２
名以上の薬剤師が共同で従事する共有病棟に病棟を
分けている（表２）．

２．持参薬におけるハイリスク薬および医療用麻薬
の実態調査
当院は調剤室の窓口において入院時の持参薬確認
業務を実施し，電子カルテに記録している．われわれ
は２００９年１０月１日から２０１０年３月３１日までに当院へ

表１ 薬剤部における病棟専任薬剤師の割合
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4A 4B 5A 5B 6A 6B 7A 7B 8F 緩和

A △ △ △

B △ △ ●

C ● △

D △ △ ●

E ● △

F ● △

●専任病棟
△共有病棟
＊アルファベットは 6名の薬剤師を意味する
緩和：緩和ケア病棟
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結 果

入院したがん患者の入院時持参薬確認資料を用いて，
ハイリスク薬と医療用麻薬について調査を行った．

３．病棟専任薬剤師の臨床への介入についての実態
調査

３名の病棟専任薬剤師により試験的に病棟常駐を
行った２０１２年５月から２０１３年３月までのデータと全
病棟に配置となった２０１３年５月から８月までのデー
タを解析した．なお，人事異動により病棟専任薬剤
師が一部不在となった２０１３年４月は解析から除いた．
評価項目は①病棟専任薬剤師の従事時間と介入件数，
②病棟専任薬剤師による介入の内訳，③単一病棟に
おける病棟専任薬剤師の活動実績とした．

４．調査方法
診療録を用いて後ろ向きに調査を実施した．なお

本研究は「疫学研究に関する倫理指針」を遵守し，

国立がん研究センターの倫理審査の承認をもって行
ったものであり，対象患者の倫理性は確保されてい
る（研究課題番号【２１―１８５】，【２０１２―０５７】）．

５．統計解析
数値の比較にMann―Whitney の U検定，頻度の

比較にカイ２乗検定もしくはFisher の直接確率計
算法を用い，相関の検定には最小二乗法を用い，危
険率５％未満の場合に有意とした．

１．持参薬におけるハイリスク薬
２００９年１０月１日から２０１０年３月３１日において実施
された２，７１７例の持参薬確認業務のうち，１，２５４例
（４６％）において，計１，６６１件のハイリスク薬が確
認された．その内訳は図１に示すように多岐にわた

表２ 専任病棟と共有病棟の内訳（２０１３年度）

図１ １，２５４例が持参していたハイリスク薬の内訳
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っていたが，精神神経用剤，抗血栓薬，糖尿病治療
薬のようながん化学療法をするにあたって相互作用
や原疾患のコントロールの必要性がある薬剤が多か
った（精神神経用薬４８％，抗血栓薬２７％，糖尿病治
療薬２４％）．なお，入院した２，７１７例のうち１，３３８例
（４９％）が注射による化学療法目的の入院であった．

２．医療用麻薬
医療用麻薬については，その開始時期を検証する

ために対象の期間において実施された持参薬確認業
務のうち，複数回入院した症例の場合，初回の入院
における記録を集計した．２，７１７件の持参薬確認が
あり，複数回入院した重複を除いた２，０４４例の入院
患者のうち２１１例（１０％）が医療用麻薬を持参して
おり，オピオイド初回処方時期が不明な１８例，鎮咳
目的で医療用麻薬が処方された５８例を除いた１３５例
を調査した．結果，医療用麻薬の開始時期は根治治
療４３例（３２％），緩和的化学療法８０例（５９％），緩和
治療１２例（９％）であった（図２）．

３．病棟専任薬剤師の臨床への介入についての実態
調査

①病棟専任薬剤師の従事時間と介入件数
２０１２年度における１０病棟のうち４病棟に従事した
３名の病棟専任薬剤師による従事時間の平均は休日，

祝日を除いた実稼働日数において１２．７時間／日であ
り，薬剤師１名あたり４．２時間であった．２０１３年度
における１０病棟のうち１０病棟に従事した６名の病棟
専任薬剤師による従事時間の平均は休日，祝日を除
いた実稼働日数において４１．４時間／日であり，薬剤
師１名あたり６．９時間であった．薬剤師の介入件数
は２０１２年度において平均２３件／月，２０１３年度におい
て９１件／月と４倍に増加した．従事時間と介入件数
の推移をみると従事時間の増加とともに介入件数は
大幅に増加した（図３）．
従事時間と介入件数の相関をみると，２０１２年度に

おけるデータにおいては統計学的な相関はみられな
かったが，２０１３年度におけるデータでは従事時間と
介入件数の統計学的な相関がみられ，２０１２年度およ
び２０１３年度のデータをすべてあわせると相関（r２＝
０．９２，p＜０．００１）が確認された（図４）．専任病棟
（５病棟）と共有病棟（５病棟）における介入件数
の頻度を比較すると専任病棟が統計学的に有意に高
頻度であった（p＜０．００１）（図５）．
②病棟専任薬剤師による介入の内訳
２０１３年５月から８月における介入件数は２６２件あ
り，その内訳は，化学療法／支持療法薬７７件（２９％），
医療用麻薬２６件（１０％），抗菌薬１９件（７％），向精
神薬１６件（６％），抗凝固薬１２件（４％），その他の
ハイリスク薬１４件（５％），非ハイリスク薬９８件

図２ 医療用麻薬の使用開始時期
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図３ 専任薬剤師の総従事時間＊と総介入件数＊＊の推移
＊総従事時間：病棟専任薬剤師が１カ月に「薬剤師の病棟業務の進め方について」に従い病棟業務に
従事した時間の合計
＊＊総介入件数：病棟専任薬剤師が１カ月に臨床介入した件数の合計

図４ １カ月における薬剤師ごとの従事時間＊と介入件数＊＊の相関
＊従事時間：病棟専任薬剤師１名が１カ月に「薬剤師の病棟業務の進め方について」に従い病棟業務に
従事した時間
＊＊介入件数：病棟専任薬剤師１名が１カ月に臨床介入した件数
A）２０１２年度 月ごとの報告数と従事時間を１個のデータとして解析 対象４病棟，薬剤師数３名
B）２０１３年度 月ごとの報告数と従事時間を１個のデータとして解析 対象１０病棟，薬剤師数６名
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抗悪性腫瘍薬
29% (n=77)

精神神経用剤
6% (n=16)

血液凝固阻止剤
4% (n=12)
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抗菌薬
7% (n=19)

考 察

（３７％）であった（図６）．
③単一病棟における病棟専任薬剤師の活動実績
１０病棟のうち最も化学療法の件数が多い６B病棟
の２０１３年５月から７月の３カ月間における病棟専任
薬剤師により実施された，医師もしくは看護師の臨
床業務に関連する相談の応需件数は計４１０件あった．
相談の対象となった薬の内容は医師，看護師におい
てほとんど同じものであった．しかし，相談内容は
異なっており，医師から受けた相談２１１件，計３３２項
目においては治療に関連する事項が多く（処方提案
に至った内容２３％，疑義照会に至った内容１９％），

看護師から受けた相談１９９件，計２５８項目においては
薬剤投与に際して必要な情報に関する事項が多かっ
た（配合変化／投与方法（４０％）および医薬品情報
（３３％））（図７）．

対象の期間において実施された２，７１７件の持参薬
確認業務のうち４６％においてハイリスク薬が確認さ
れた．また，１０％の症例が医療用麻薬を持参してお
り，その９割が根治治療または緩和的化学療法から
開始されていた．これらの結果より，薬剤師が介入
すべきハイリスク薬，もしくはその他の重要な薬剤
を患者は高頻度で所持していること，薬剤師が病棟
に常駐することでそれら薬剤の適正使用に関与し，
より安全性の高い治療を実践できる可能性が示され
た．薬剤師数が３名で限定的な病棟に関与した２０１２
年度において，従事時間と介入件数に統計学的な相
関はなかった．一方，６名で全病棟に配属となった
２０１３年度におけるデータでは，従事時間と介入件数
の統計学的な相関がみられ，専任病棟は共有病棟に
比較して介入件数が統計学的に有意に高頻度であっ
た（p＜０．００１）．このことから，介入を確立するた
めには十分な時間が必要であることが考えられる．
また，専任病棟が共有病棟に比較して介入件数が明

図５ 専任病棟と共有病棟の介入頻度の比較
A．専任病棟：１名の薬剤師が主に従事する病棟
B．共有病棟：２名以上の薬剤師が共同で従事する病棟

図６ 介入の対象となった薬の内訳
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らかに多かったことから，少人数の薬剤師が多数の
病棟をかけもつのではなく，専任病棟に専念するこ
とは効率的である可能性が高い．今回，１０病棟のう
ち最もがん化学療法の件数が多い６B病棟における
医師もしくは看護師からの相談応需の件数を集計し
たが，応需した４１０件のうち相談の対象となった薬
の内容は医師，看護師においてほとんど同じもので
あった．相談内容は医師において治療に関連する事
項が多く，看護師において医薬品情報および配合変
化／投与方法に関する事項が多かった．当院薬剤部
は医薬品情報室を設置し，質問や相談に応需してい
るが，４００件以上の相談を病棟で受けたということ
は病棟で業務を実施している医師・看護師のニーズ
にこたえ，逐次提供したと考える．
薬の専門家である薬剤師が臨床において，経時的

に患者の使用するハイリスク薬や医療用麻薬をはじ
めとする重要な薬の評価を実施することは医師，看

護師が求めている部分であり，それを可能とするの
はチーム医療による医師，看護師との密な連携であ
り，病棟における薬剤師常駐であると考える．われ
われは専任薬剤師の増員にともなう従事時間の増加
により介入件数が上昇することを明らかとした．こ
のことは臨床において，薬剤師が介入すべき内容が
多く存在することを示唆している．診療科チーム専
属の薬剤師が有害事象を適切に対処することで抗が
ん薬を除いた薬剤費および支持療法薬の薬剤費を低
下させることをわれわれは以前に報告した７）．また，
医師との協働によるプロトコル化された介入を実践
することで，化学療法開始から退院までの入院期間
をわずかであるが短縮した．その際の薬剤師による
介入頻度は，診療科チーム専属をしていなかった比
較群に比べて２０倍に増えていたことから，医師，看
護師の協働を可能にする病棟常駐は重要な業務であ
ると考えられる．本調査において病棟専任薬剤師の

図７ 相談の対象となった薬

図８ 病棟専任薬剤師への相談の内訳
A）医師からの２１１件の相談内容のうち分類上，重複の項目含む３３２件の相談項目の内訳
B）看護師からの１９９件の相談内容のうち分類上，重複の項目含む２５８件の相談項目の内訳
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有用性を明確に示すことはできなかった．しかし，
相談件数の内訳の結果から，病棟において医師，看
護師は日々問題や疑問を多く抱えていることが示唆
され，臨床の現場における薬剤師に対するニーズが
存在することが明らかとなった．薬剤師による介入
の増加はそれらを解消する可能性があり，その有用
性を検証するさらなる報告が求められる．
診療報酬における「病棟業務実施加算」の新設に

ともない，当院薬剤部は２０１３年５月より全病棟に薬
剤師を専任で配属し，日本病院薬剤師会のガイドラ
イン５）６）に準じた業務を実施した．本調査において，
その効果は介入件数や従事時間との相関で確認され
たが，この効果は診療報酬の加算を獲得した際の副
産物ではない．持参ハイリスク薬において薬の専門
家がマネジメントすべき介入内容があり，それに加
えて医療用麻薬や抗悪性腫瘍薬を用いて治療を実施
するがん治療において，薬剤師の病棟常駐はよりチ
ーム医療の一翼となる業務であり，それが診療報酬
の加算に値していると考える．
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SurveyofHighRiskMedicinesBrought inbyin-Patientsand
RolesofWardPharmacyServices inCancerCenterHospital

ShinyaSuzuki，YosukeMaki，KaoriYamamoto，ShinyaMotonaga，
AkihitoKibune，HirokoOuchi，TomokaHagihara，Yasuhiko Ichida，

KunioTakahashi，KazushiEndo，andShinichiroSaito

Abstract

InApril 2012, the Japanesegovernment implemented anewly revised fee schedule formedical serviceswhichwas the ad-

ministration feeof the inpatient pharmaceutical services. In theDivisionofPharmacy at theNationalCancerCenterHospital

East, we have assigned six pharmacists to all wards (tenwards) sinceMay 2013, andwe have started implemented the reim-

bursement of medical fees since September 2013. We report here on an actual study on high risk medicines in patients’

brought inmedicines.Wealso investigate servicesofwardpharmacists to describebenefits of thewardpharmacy services.A

retrospective analysis was conducted using electronic medical records and pharmacy records. Of 2,717 pharmacists’

checked patients’ brought inmedications, we identified high risk medicines in 46% (1,254/2,717) and opioid medicines in

10%(211/2,044) of themedication. Pharmacists’ duty time correlatedwith number of interventions statistically (r2=0.28,p<

0.001). Number of interventions was statistically higher in wards that had one pharmacist on duty than wards where two or

threepharmacists followeachother (p<0.001). In consultations to pharmacists in award,doctors’ consultations (n=211, total

332 items)weremore about patients’ treatment(prescription suggestion 23%, prescription question 19%). Consultations by

nurses (n=199, total 258 items) tended to be about drug comparability and administration (40%), drug information (33%),

andpharmacy service (19%). Increaseofwardpharmacists resulted inmore pharmacy interventions and therewas statistical

significance between the number of interventions and pharmacy duty time. Since we started the ward pharmacy services,

pharmacy interventionshavebeen increased. From thedata,we clarified that there are certain demands to have interventions

bypharmacists in inpatient clinical settings.
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